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	Ⅱ
	(134) 理事長を補佐する理事（経営担当理事及び産学官連携・社会貢献担当理事）への民間企業出身者等の登用により、民間の経営センスを大学経営に積極的に取り入れ、財政基盤の安定強化及び外部資金等の自己収入の拡充など、全学的な経営戦略を確立する。
	経営担当理事及び産学官連携・社会貢献担当理事を中心に、外部資金等の自己収入の拡充など自律的な収支構造への転換、財産基盤の安定化に向け、引き続き全学的視点にたった経営戦略を推進する。その一環として、「大阪府立大学基金」を通した寄附金の獲得強化など自己収入の増加を図るとともに、教職員・学生･保護者・卒業生など大学関係者の組織を拡充し、大学を支える体制を整備する。また、外部資金の間接経費について、全学的な観点から効率的、効果的に活用する。

	年度計画を上回って実施している。

全学的な視点にたった経営戦略を推進するため、理事長（学長）のトップマネジメントのもと引き続き競争的資金の獲得を進め、特に補助金、受託研究が前年度に比し6億9千万円の増となった。

「大阪府立大学基金」については、卒業生（同窓会）や幹部教職員等に対して基金協力を行うとともに、「関西経済論」や「名誉教授の集い」を活用した募金活動を実施した。

（21年度基金獲得件数・金額 :　287件　96,903,662円）

また、新たに卒業生・在学生・教職員など大学関係者で組織する「大阪府立大学校友会」を設立し、第1回評議員会、理事会を開催するなど、大学を支える体制を整備した。

外部資金の間接経費については、平成21年度から全学的な観点から効率的・効果的に活用するため、一旦学長預かりとし、部局への再配分を含め獲得教員へのインセンティブ制度の創設など、学長が戦略的に活用する方式に変更した。

	２
	Ⅳ
	

	Ⅱ
	(163) 中期目標期間中においても、質の高い教育研究機能を保持しつつ、計画的・段階的に教員組織のスリム化を図る。（平成２２年度において法人化前に比しておおむね８０名を削減する。）
	計画的・段階的に教員組織のスリム化を図る。（平成20年度計画数に比して概ね10名（法人化前に比して概ね65名）を削減する。）
	年度計画を上回って実施している。

平成22年4月における教員配置数を、平成21年度に比して15名削減し、現員を708名とした。実配置人員については、非常勤講師やＴＡ、ＲＡの活用などを行いながら、教育研究の現状や将来方向を見据えつつ、抑制に努めた。

	１
	Ⅳ
	

	Ⅲ
	(170) 高度な学術研究及び産学官連携の推進を図るため、国や地方公共団体の競争的資金（科学研究費及び提案公募型を含む）や民間財団からの研究助成による基礎的研究資金、企業等との共同研究・受託研究による資金、企業からの奨励寄附金など各種の外部研究資金について、各教職員がその獲得に努め、また、産学官連携機構において、シーズ及びニーズの調査やＰＲ活動など獲得のための必要な支援を行う。外部研究資金の獲得額は、平成２２年度において法人化前に比して３０％の増加を目指す。

	各教職員が各種の外部研究資金を獲得できるよう、学内ホームページやメールなどにより、募集情報の周知を図るとともに、産学官連携機構において、学内シーズ及び企業ニーズのデータベースを運用する。また、リエゾンオフィスを通じたマッチング活動を推進するとともに、管理法人方式による受託研究にも取り組む。外部研究資金の獲得額は、法人化前に比して30％以上の増加を目指す。
	年度計画を大幅に上回って実施している。

各学部・研究科において、委員会などを設置し、共同研究、受託研究等の外部資金獲得状況の分析や外部資金増加のための情報提供などを実施するなど、外部研究資金の積極的な獲得に努めた。

産学官連携機構においては、学内ホームページやメールなどにより公募情報の周知を図るべく、今年度から専任者を置いて対応した。その結果、平成20年度は1年間で185件の周知であったが、平成21年度は405件の周知を行った。また、外部資金の獲得額は外部資金の獲得額は前年度に比べて151%、法人化前（平成16年度合計）と比べて286%となっている。
	２
	Ⅴ
	

	Ⅲ
	(171) 外部研究資金の受入れに際し間接経費を徴収し、この内光熱水費及び消費税を除いた分を産学官連携費として、知的財産管理や産学官連携経費の一部に充当する。また、さらなる外部研究資金獲得に対する教員のインセンティブ保持のため、産学官連携費の使途について平成１７年度中に検討する。
	外部研究資金の受入れに際し間接経費を徴収し、この内産学官連携活動に必要な経費を産学官連携費として、知的財産管理や産学官連携経費に充当するとともに、産学官連携費を活用した教員のインセンティブ保持方策の実施により、外部研究資金獲得の強化に努める。

	年度計画を上回って実施している。

外部研究資金の受入れに際し間接経費を徴収し、知的財産管理や産学官連携活動に必要な経費を、産学官連携費として充当した。また、平成21年度より、産学官連携費を活用した教員のインセンティブ保持方策として、持続的な研究推進のため177名、8グループの外部資金獲得教員に対し理事長より総額20,770千円の報奨金を授与するなど、外部研究資金獲得の強化に努めた。
	２
	Ⅳ
	


	Ⅲ
	(172) 知的財産の特許化及び技術移転の推進により、ロイヤリティ収入の増加を図る。
	既存特許の再評価や特許出願の質の強化、産学官共同プロジェクト研究の推進などを通じ、ロイヤリティ収入の増加を目指す。
	年度計画を上回って実施している。

既存特許の再評価や特許出願の質の強化を図るとともに、学外の技術移転機関である大阪ＴＬＯとの連携を図るなど技術移転活動を推進することにより、ロイヤリティ収入額は19件で21,782千円であった。（平成20年度　13件、9,417千円）

	１
	Ⅳ
	

	Ⅲ

	(173)存在意義の拡大と経営基盤の強化の観点から、既存の人的、物的、知的資源の有効活用のもと、公開講座や大学院サテライト教室の充実、施設の開放など新たな事業の展開も含め、多様な事業に積極的に取り組む。
	外部の研究会議や国際会議の開催など、施設の有効利用について課題整理を行うとともに、外部利用にあたっての条件や利用料金設定方法等の見直しを図る。また、森ノ宮サテライトならびに中之島サテライトにおいて、公開講座や社会人の院生を対象とした講義を実施する。
	年度計画を上回って実施している。

外部の研究会議や国際会議の開催など、施設の有効利用について課題整理を行った。外部利用にあたっての条件や利用料金設定方法等の見直しを図るため、学術交流会館の使用料徴収について検討をしたが、会館建設の経緯と使用料徴収による収支予測を勘案し使用料を徴収しないことを決定した。

また、平成21年8月からグランド、テニスコート、体育教育施設等について、試行的に施設の開放を行った。（月1回）

さらに、公開講座や社会人の院生を対象とした講義を　森ノ宮サテライト（総利用件数　17件）ならびに中之島サテライト（総利用件数　257件）において実施した。特に中之島サテライトにおける年間利用率は35,2%となり、前年度比で146件、16.9ポイント増加している。

	１
	Ⅳ
	

	Ⅳ
	(193) ホームページ、冊子、マスコミ等を通じて、以下の大学情報を広く公開・公表する。ホームページについては、適宜更新を行い、情報を管理する。

〇中期目標、中期計画

〇年度計画、財務内容、管理運営状況

〇自己点検・評価結果

〇教育関連情報及び研究成果等

	ホームページ、冊子、マスコミ等を通じて、大学情報を広く公開・公表し、より一層の情報発信に努める。ホームページの適宜更新や全学広報誌「ＯＰＵ」Ｖｏｌ４を刊行し、全国的に発信するとともに、引き続き、本学の魅力や存在感を内外にアピールする方策を外部の有識者の意見を踏まえながら検討する。
	年度計画を上回って実施している。

ホームページ、冊子、マスコミ、イベント等を通じて、大学情報を広く公開・公表し、より一層の情報発信に努めている。

ホームページの適宜更新や全学広報誌「ＯＰＵ」Ｖｏｌ4を刊行し、全国的に発信するとともに地域住民を対象に記事型広告「Ｗｈａｔ’ｓ府大」を発行し、大学の認知度向上を図った。

また、広報会議に設置された「広報戦略ワーキング会議」において、本学の魅力や存在感を内外にアピールする方策を外部の有識者の意見を踏まえながら検討し、「広報の基本方針（案）」を作成した。

さらに、ホームページのユーザビリティ向上に向けた修正を実施し、「全国ユーザビリティ調査（日経ＢＰコンサルティング2009年12月）」において全国主要165大学中、3位となった。
	１
	Ⅳ
	

	Ⅳ
	(197) キャンパスプランに基づき、老朽・狭あい化が進んでいる学舎の計画的な整備を行うとともに、大学が目指す高度研究型大学にふさわしい教育研究環境を確保するため、平成１７年度の出来るだけ早い時期に、学舎の整備内容を確定の上、実現を図る。

	耐震２次診断の結果を踏まえたキャンパスプランに基づき、中百舌鳥キャンパスにおける今後の学舎整備を進め、安全・安心な教育・研究環境の確保を図る。
	年度計画を十分に実施できていない。

大学改革の検討の中で予定事業の着手を留保していた。
平成22年3月の大阪府の「改革指針」に基づき、「施設整備プラン」の見直しを行ったうえで、平成22年度以降、順次事業を進めることとなったが、研究室の移転など一部の事業については先行して取り組むこととなった。
	１
	Ⅱ
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